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序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文

　ガーナ共和国母子保健医療サービス向上プロジェクトは、同国の保健医療従事者の現職研修制

度の構築・強化を目標に、1997年６月１日から５年間の予定で実施されています。

　プロジェクト活動内容のうち、計画策定が遅れていた母子保健分野の今後の計画について、カ

ウンターパートと協議し、プロジェクトデザインマトリックス（ＰＤＭ）の修正を行うことを目

標に、国際協力事業団は、1999年10月29日から11月７日まで、東京大学大学院国際保健計画学教

室教授 梅内拓生氏を団長とする運営指導調査団を派遣しました。

　本報告書は、本調査団が実施した調査および協議の内容と結果を取りまとめたものです。ここ

に、本件調査にあたりご協力をいただきました調査団員および関係各位に対して、深甚なる謝意

を表しますとともに、今後とも本件技術協力の成功のために、一層のご指導、ご鞭撻をお願い申

し上げます。

平成11年12月

国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団
医療協力部長医療協力部長医療協力部長医療協力部長医療協力部長　遠藤　明　遠藤　明　遠藤　明　遠藤　明　遠藤　明
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１．運営指導調査団派遣１．運営指導調査団派遣１．運営指導調査団派遣１．運営指導調査団派遣１．運営指導調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的

　1997年６月から実施している本プロジェクトでは、ガーナ共和国（以下、ガーナ）における保

健医療従事者の質の向上のため、保健省における人材養成計画の見直しおよび現職研修（In-

Service Training：ＩＳＴ）に対する協力を行っている。

　本プロジェクトにおいては、ガーナ側ニーズに柔軟に対応するため、活動の詳細計画は、プロ

ジェクト開始後、日本人専門家とカウンターパートとの間で決定していくという方針をとった

が、母子保健分野の長期専門家の派遣が当初計画より遅れたこと等により、同分野の計画策定に

遅れが生じ、プロジェクトデザインマトリックス（Project Design Matrix：ＰＤＭ）内容に

具体性に欠ける部分が残っていた。また、1999年２度にわたり母子保健短期専門家が派遣された

結果、同分野の課題や他の活動との関係が明らかになった。

　このため、プロジェクト関係者との協議により、母子保健分野の今後の活動計画について確認

を行い、ＰＤＭの修正を行うことを目的に、本調査団が派遣された。

１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成

　　担　当 　氏　名 　　　　　　　所　　　属

団長　総　　括 梅内　拓生 東京大学大学院国際保健計画学教室教授

団員　母子保健 竹村　昌彦 大阪府立母子保健総合医療センター産科医長

団員　協力計画 山田　晶子 国際協力事業団医療協力部医療協力第二課職員
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１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程

日順 　月日 曜日 　　　　　　　　　　　　　移動および業務

１ 10月30日 土 アクラ着(LH564)

日本人専門家と打合せ

２ 10月31日 日 資料整理

日本人専門家およびＪＩＣＡガーナ事務所友成所員と対処方針について打合せ

３ 11月１日 月 ＪＩＣＡガーナ事務所表敬

日本人専門家および友成所員と対処方針について打合せ

在ガーナ日本国大使館表敬

４ 11月２日 火 日本人専門家および友成所員と対処方針について打合せ

５ 11月３日 水 カウンターパートとミニッツ案協議

６ 11月４日 木 カウンターパートとミニッツ案協議および作成

７ 11月５日 金 合同委員会、ミニッツ署名・交換

ＪＩＣＡガーナ事務所への報告

山田団員、野口記念医学研究所感染症対策プロジェクト専門家との打合せ

アクラ発(SR265)

１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者

(１) ガーナ側関係者

Dr. A. Issaka-Tinorgah Acting Director, Medical Services Division,

MOH

Dr. Jennifer-Jane Aisha Brown-Aryee External Aid Coordinator, Policy Planning,

Monitoring and Evaluation Division, MOH

Dr. Henrietta Odoi-Agyarko Head, MCH & FP Unit, Public Health Division,

MOH

Ms. Rejoice Nutakor Programme Officer, Adolecent Health, MCH & FP

Unit, Public Health Division, MOH

Dr. Ken Sagoe Acting Director, Human Resource Development

Division, MOH

Mr. Said Al-Hussein Head, Training Unit, Human Resource

Development Division, MOH

Mr. Symon N. Koku In-Service Training Coordinator, Human

Resource Development Division, MOH
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Mr. Seth Acquah Fellowship & Postgraduate Programme

Coordinator, Human Resource Development

Division, MOH

Mr. Stephen Ntow Senior Officer, Training Unit, Human Resource

Development Division, MOH

Mr. Prince Boni Head, Planning & Information Unit, Human

Resource Development Division, MOH

Dr. Godwin Y. Afenyedu Deputy Regional Director, Western Region

Ms. Theodora Okyere Regional Training Coordinator, Brong-Ahafo

Region

Ms. Ellen Sarpong-Akorsah Regional Training Coordinator, Volta Region

Mr. Matthias Pinto Assistant Training Coordinator, Volta Region

Ms. Esther Anyidoho Regional Training Coordinator, Western

Region

Dr. Henry A. Holdbrook-Smith Chief Executive, Korle-Bu Teaching Hospital

Ms. Agnes M. Batsa Head, Bilateral Economic Relations Unit,

Ministry of Finance

(２) 日本側関係者

伊藤　庄亮 在ガーナ日本国大使館特命全権大使

田中　一成 在ガーナ日本国大使館一等書記官

橋本　宣幸 在ガーナ日本国大使館専門調査員

鍋屋　史朗 ＪＩＣＡガーナ事務所所長

友成　晋也 ＪＩＣＡガーナ事務所所員

Mr. Matthew Dally ＪＩＣＡガーナ事務所　

Assistant Programme Officer

秋葉　敏夫 プロジェクト長期専門家

吉岡　弘隆 プロジェクト長期専門家

相賀　裕嗣 プロジェクト長期専門家

石川　みどり プロジェクト短期専門家

Ms. Fiakeye Pamela プロジェクトAdministrative Secretary
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２．要　　約２．要　　約２．要　　約２．要　　約２．要　　約

　過去２年５カ月の活動によって、ガーナ保健省によるＩＳＴ活動の概況は把握された。しか

し、本プロジェクト活動の中心であるＩＳＴのコンピュータ化については、ＩＳＴの分類方法が

未だ決定されていないため、活動が遅れていることが明らかとなった。このため、本調査団で

は、母子保健分野にかかる協議に先立ち、ＩＳＴのコンピュータ化の今後の計画について協議を

行うこととした。

　協議によって、保健省人材養成局（Human Resource Development Division：ＨＲＤＤ）が

ＩＳＴ分類方法を1999年12月末までに決定し、これに基づくＩＳＴのコンピュータシステムを

2000年６月までに始動することが合意された。また、母子保健分野のＩＳＴについては、すでに

保健省公衆衛生局家族計画・母子保健課（MCH&FP Unit, Public Health Division：ＭＣＨ）

が行っている活動を、同課とＨＲＤＤとの連携により、プロジェクトの枠内で実施することが合

意された。ＰＤＭの母子保健分野内容の具体化については、｢成果」に同分野の内容を追加する

にとどまり、｢指標」や「活動」は、今後専門家とカウンターパートにて決定することとなった。

　協議最終日に開催されたプロジェクト合同委員会にて、右内容を記載したミニッツの署名・交

換が行われた。
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３．協議内容３．協議内容３．協議内容３．協議内容３．協議内容

３－１　現職研修管理システムのコンピュータ化について３－１　現職研修管理システムのコンピュータ化について３－１　現職研修管理システムのコンピュータ化について３－１　現職研修管理システムのコンピュータ化について３－１　現職研修管理システムのコンピュータ化について

(１) Needs and Baseline Survey（ＮＢＳ）およびブロングアハフォ州ＩＳＴ実施報告の

レビュー

　日本人専門家との打合せにより、ＩＳＴ分類方法の決定について、専門家がカウンター

パートに提案した方法が却下される一方、カウンターパートからの代替案の提示もない

ため、結論の出ない状態が続いていることが明らかになった。ここで決定される分類方

法が以後の活動の基礎となるにもかかわらず、決定作業が中断しているため、プロジェ

クト活動の進捗が妨げられている。こうした状況を生んだ原因のひとつとして、カウン

ターパートの本プロジェクトに対する参加意欲が低下していることが考えられた。この

状況を改善するため、本プロジェクトがプロジェクト・サイト３州で行ったＮＢＳの結

果、および、州から提出されたＩＳＴ実施報告書結果について、改めてカウンターパー

トと協議し、これらの活動の意義をカウンターパートに気づかせることを試みた。

　ＮＢＳによると、３州のうちではブロングアハフォ州におけるＩＳＴ受講者の割合が

最も高く（56.50％)、ウエスタン州（45.80％)、ボルタ州（39.50％）がそれに続いてい

た。この３州間の違いが生じる原因等について、３州の研修担当者およびＨＲＤＤ担当

者と協議した。

　また、３州のうち、ＨＲＤＤにＩＳＴ実施報告が提出されているのは、ブロングアハ

フォ州のみであった。その報告により、同州の13の郡のうち、７郡のみでＩＳＴが実施

されており、残り６郡では行われていないという郡による差が明らかになった。また、

実施された20回のＩＳＴのうち、９回が政府資金、11回がドナー資金で行われていた。

右結果についても協議を行い、カウンターパートに、これらの活動結果を今後の計画策

定に活用する可能性を提示したところ、カウンターパートは強い関心を示した。

（２）ＩＳＴのコンピュータ化の現状

　プロジェクト・サイト３州すべてでコンピュータの設置は完了しているが、いずれの

州でもＩＳＴ情報をコンピュータに入力する作業は行われていない。この入力作業のた

めのトレーニングは、プロジェクトが今後早急に取り組むべき課題であることが確認さ

れた。
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３－２　母子保健分野の今後の活動について３－２　母子保健分野の今後の活動について３－２　母子保健分野の今後の活動について３－２　母子保健分野の今後の活動について３－２　母子保健分野の今後の活動について

(１) ＨＲＤＤとＭＣＨとの連携

　協議により、保健省で母子保健分野の活動を担当しているＭＣＨが、同省の中で最も

活発な活動を行っていること、および、コンピュータを使った研修システムがすでに機

能していることがわかった。また、同省の人材養成活動全体を担当するＨＲＤＤとＭＣＨ

との役割分担を再確認し、本プロジェクトにおいてＨＲＤＤが実施するＩＳＴにＭＣＨ

の行っている母子保健分野のＩＳＴを含めることを決定した。また、今後派遣される母

子保健分野長期専門家について、ＨＲＤＤにあわせてＭＣＨもカウンターパートとする

ことが決定した。

(２) Ridge Hospital視察

　竹村団員が、Greater Accra州の州病院であるRidge Hospitalを視察した。

　この病院は産科として約60のベッドを有し、月に約200の分娩を扱う施設である。産婦

人科医10人が診療にあたっているとのことであった。州病院として多数の搬送症例を扱

うために、帝王切開率は15～20％とかなりの高率である。

　入院期間は正常産で分娩後24時間、帝王切開で約10日間である。正常産における産褥

入院期間は、必要性からというよりは、分娩数と病床数の関係から決められている。医

師の認識でも十分な期間ではないということだが、産褥経過や、黄疸をはじめとする新

生児のフォローアップについては、退院前の褥婦に対する教育と、分娩後２週間および

４週間目の産褥外来によって対処しているということであった。

　産褥外来の受診率に関しては明確な数字が得られなかったが、未受診者への連絡など

適切な処置がとられるのであれば、有効に機能するシステムとなっていると考えられる。

　婦人科および合併症妊婦のための病棟では、病室数が不足しており、廊下も一部がベッ

ドを設置するスペースとして使用されている。

　分娩のための病棟では、パルトグラムを使用して分娩のactive managementを行って

いる。しかし、パルトグラムに記入されるべき産婦および胎児のモニタリング情報が十

分に収集されている印象は得られなかった。分娩監視装置（胎児心音、子宮収縮記録装

置）が１台しか稼動していないこともその理由であろうが、それ以前の古典的な方法に

よっても、右の情報収集に改善の余地が見受けられる。スタッフからは、分娩監視装置

の充実が必要であるという訴えがあったが、単に機器の補充をするだけでは状況は改善

されないという印象を受けた。

　分娩室には分娩台が２台設置されている。帝王切開のための手術室は隣に配置され、

麻酔科医も24時間体制で待機しており、緊急の場合20分ないし１時間で帝王切開を開始
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できる。これは、このクラスの施設として、日本の現状と照らしてもよい水準にあると

考えられる。

　ただし、新生児の蘇生のためのスペースと準備は、十分な配慮がなされているとは思

えない。高価な設備がなくてもヒーターや白熱灯によって行い得る新生児の保温につい

て、このレベルの病院であれば考慮されていて当然だと考えるが、その配慮がない。高

性能のクベース２台を所有しているが、少なくとも見学した時点では使用中ではなく、

また、直ちに使用可能となるための準備がされているようにも思えなかった。取り扱い

分娩数から考えて、クベースが１台も使用されていないのは、たまたまそのような新生

児がいなかったというよりも、有効に活用されていない可能性が高いと考える。新生児

を産科医が診るのか小児科医が扱うのかという問題を含めて、新生児の管理に関して、

向上の余地が大きく残されていると見受けられた。日本においても多くの病院で抱える

課題であるが、分娩室は非常に無機質で寒々とした印象であり、産婦が分娩に対してポ

ジティブなイメージをもてるような改善が可能と感じた。

　同様のいわゆる病棟の環境整備については、他の部分でも改善の余地は大きくあり、

スタッフの意識の改革によるわずかな努力で、患者が受ける病棟の印象を大きく改善で

きる状況である。

３－３　プロジェクトの将来計画３－３　プロジェクトの将来計画３－３　プロジェクトの将来計画３－３　プロジェクトの将来計画３－３　プロジェクトの将来計画

　主な内容は下記のとおりである。

(１) ＩＳＴの情報フォーマット（計画・モニタリング用）が、1999年12月末までに決定さ

れる。

(２) 2000年６月までに、３州においてすべてのＩＳＴ情報がコンピュータに入力され、

ＨＲＤＤに報告される。

(３) 2000年７月までに、ＨＲＤＤは入手した３州のＩＳＴ情報を分析し、結果を３州に

フィードバックする。

(４) ３州は、1999年の年次報告を2000年１月までに発表する。

(５) ３州は、2000年の活動計画を2000年１月までに発表する。

(６) ＭＣＨの進んだ経験がＨＲＤＤのＩＳＴ情報システムに入れられる。

３－４　ＰＤＭの修正３－４　ＰＤＭの修正３－４　ＰＤＭの修正３－４　ＰＤＭの修正３－４　ＰＤＭの修正

　本協議では、プロジェクトの目標および成果の確認を行うに止め、指標および活動等ＰＤＭの他

の項目については、今後のプロジェクト活動を通じて決定することとした。(ミニッツANNEX３参

照）
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附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料

ミニッツミニッツミニッツミニッツミニッツ
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